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研究成果の概要（和文）：　本研究では従来のチャネル研究がもっぱら価値専有の局面に注目していたことに着
目し、「価値創造」装置としてのチャネルを描写できる理論モデルを構築しその経験的妥当性を検証した。本研
究の分析結果として注目に値する知見は次の通りである。
　第1に、チャネル構造と取引属性間の（不）整合性は、流通サービスの差別化やチャネル効率性などの成果指
標に有意な影響を及ぼす。第2に、資源、能力、及びポジショニング戦略などの企業特殊的要因は、チャネル構
造及び取引属性と結合し、マーケティング成果を規定する。以上の結果は、チャネル行動と企業属性、成果変数
との関連性を軽視してきた既存研究の限界点を発展的に補完しうるものである。

研究成果の概要（英文）：The main emphasis of current research is to verify that firm's endemic 
resources and capabilities could be alternative safeguarding mechanisms against transaction 
difficulties of market replacing hierarchical control mechanisms. We also underline the misalignment
 between governance forms, exchange attributes and firm's　heterogeneous endowments should induce 
dysfunctional impacts on some performance indices.　We found that a certain kinds of firm's endemic 
resources (e.g., market power or exploitation capacity) could fulfill a role as alternative 
governance mechanisms. Our results show that firms which are blessed with such resources and/or 
capacities need not to necessarily integrate their channel forwardly even under hazardous market 
situations. Forward integration by firms with such superior resources rather hamper their channel 
performances by depriving opportunities to invest for their channel growth and by sacrificing 
efficiencies of distribution gained when using intermediaries.

研究分野： マーケティング
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
本研究はマーケティン・チャネルにおける

「価値創造」と「価値専有」のメカニズムに
関する理論的・実証的解明を目指し企画され
たものである。従来のチャネル研究 はもっ
ぱら、企業間の「価値専有」の部分にのみ注
目しており、「価値創出」装置としてのチャ
ネルの順機能的側面を分析の埒外において
きた。チャネル管理論の主要パラダイムであ
った「パワー・コンフリクト論」は、企業間
関係で起こり得るコンフリクトを有効なパ
ワー資源を用いて抑制することにもっぱら
注目していた。チャネル構造選択の研究分野
で支配的パラダイムである取引費用アプロ
ーチにおいては、企業間の取引における機会
主義を防御することによって、協調的なチャ
ネル関係が達成されることを暗黙裡に想定
しており、チャネル関係が生み出す順機能的
な側面を軽視していた。このようにチャネル
研究は長年にわたり多様なディシプリンを
自在に取り入れながら発展を遂げてきたに
もかかわらず、それらはいずれも「創造され
た価値」をどのように配分するかという価値
専有に焦点を合わせて行われた研究であり、
チャネルにおいて価値がどのように創造さ
れるかという価値創造を軽視してきた (Jap, 
1999)。したがって、チャネルが持つ正の側
面とも言える「価値創造」の研究については、
依然として研究課題が残されたままである。 
 さらに従来のチャネル研究においては、も
っぱら「行動的成果」にフォーカスが当てら
れ、チャネル構築及び管理行動が企業の市場
的及び財務的成果に与える影響に関する経
験的証拠が蓄積されていない。本研究課題は、
既存のチャネル研究に見られる以上の限界
点を克服するために、分析モデルを構築し、
その経験的妥当性を検証することを狙いと
している。 
 
２．研究の目的 
  
前項で取り上げた既存のチャネル研究の

問題点を発展的に補完するために本研究課
題では次のような具体的な研究目標が設定
された。 
第 1 に、機会主義やコンフリクトの抑制と

いったネガティブな側面の回避ではなく、チ
ャネルが生み出すポジティブな価値創出を
描写できる研究モデルを構築する。 
第 2 に、資産特殊性や環境不確実性という

外生的な条件ではなく、チャネル構築に取り
組む個別企業の戦略的意図を分析モデルに
反映する。 
第 3 に、チャネルの構築と管理行動が企業

の財務的及び市場的成果に与えるインパク
トを明示的な分析対象とする。 
第 4 に、各企業が有する資源やケイパビリ

ティなど、企業特殊的要因（firm-specific 
factors）がチャネル構築行動に如何なるかか

わりを持つのかを意識した分析を展開する。 
 以上の諸問題はいずれも既存の支配的な
チャネル研究には欠落していると指摘され
る問題であり、本研究課題はそれらの克服を
試みることにより、チャネル研究の発展に寄
与することを目的としている 
 
３．研究の方法 

 
本研究課題は上記の目的の下で、①チャネ

ル研究の有力アプローチの再検討と理論モ
デルの構築及び②価値創出と価値専有の統
合モデルの実証という方法を取り入れた。 
まず理論モデルの構築のためには、定期的

に「チャネル研究会」を開催することにより、
欧米を中心とする主要なチャネル研究をレ
ビューし、既存研究から明らかになった論点
と未解決の問題点を抽出するように努めた。
特に本研究課題では、資源バース理論などの
知見を取り入れた Ghosh & John(1999)の
「ガバナンス価値分析モデル」を切口として、
各企業固有の保有資源、ケイパビリティ及び
ポジショニング戦略がチャネル構造変数と
結合することによって、チャネル成果変数に
如何なる影響を及ぼすかに関する、包括的な
分析モデル構築した。 
次に本研究モデルの経験的妥当性を検証

するために、日本の製造企業を中心に複数回
のサーベイ調査を実施した。収集されたデー
タベースの中には 2018 年 5 月の時点で分析
途中のものも含まれているが、すでに分析が
進行したものの中には、チャネル研究分野で
は新たな知見に値するいくつかの有意義な
分析結果が得られた。 

 
４．研究成果 

 
本研究プロジェクトによって明らかに な

った経験的発見物は、これまでに国内外の学
会及び学術雑誌を通じて公表されている。ま
た、分析が進行中の論点に関しては分析結果
がまとまり次第に、論文や学会発表の形で随
時発信していく予定である。現時点において
明らかになった主要な分析結果を以下にま
とめておく。 

 
 第 1に、チャネル構造と取引属性間の（不）

整合性が、「流通サービスの差別化」、「チャ
ネル効率性」、「財務成果」といった、具体的
な成果指標に与える影響を検証した。取引費
用分析やケイパビリティ・アプローチに依拠
する既存のチャネル研究では、特定の状況下
でどのようなチャネル形態が選択されやす
いかという論点に分析のフォーカスを当て
てきた。そこには、種々の状況変数（例えば、
資産特殊性や環境不確実性）に理論的にフィ
ットするチャネル形態が選択されれば、チャ
ネル成果は自ずと担保されると暗黙の裡に
前提されており、成果変数への影響が直接的
に分析されていなかった。それに対して本研



究では、既存研究でチャネル構造を規定する
と考えられてきた諸変数（例えば、資産特殊
性、行動不確実性、環境不確実性、製品複雑
性など）と、現実に日本の製造企業（396 事
業部）が採用しているチャネル構造との間の
フィット性（またはズレ）が、マーケティン
グ成果に対して如何なるインパクトを与え
るかを検証した。この論点に関しては、成果
変数に対する「チャネル構造と状況変数の交
互作用効果」を検証すると同時に、理論が想
定するチャネル構造の理想値と現実の日本
企業からの観測値とのズレを用いた「残差分
析（residual analysis）」も実施された。分析
の結果として得られた主な知見は次のよう
な内容である。 

 
① 資産特殊性が高い状況下で統合度の高い

チャネルを採用することに取り、製造業
者は顧客に対する流通サービスの差別化
を図ることができる。 

② 不十分なチャネル統制度は、流通サービ
スの差別化成果に否定的影響を及ぼす。 

③ 過剰なチャネル統制度は製造業者の利益
率にポジティブな効果をもたらすが、過
少な統制度が利益率に及ぼす有意な影響
は検出されなかった。 

 
以上の発見物は、日本商業学会、IMP など

国内外の学会を通じて発表され、Industrial 
Marketing Management などの国内外の主
要ジャーナルに掲載中、または投稿中である 
 
第 2 に、資源、能力、およびポジショニング
戦略といった企業特殊的要因が、チャネル構
造選択行動及び状況変数と結合することに
よって、企業成果にどのような影響を与える
かについていくつかの注目すべき分析結果
を得ることが出来た。従来のチャネル研究は、
企業ごとに異質な資源、経路依存性、ポジシ
ョニングなどの影響を考慮することなく、取
引属性のような外生的条件に基づいてチャ
ネル構図が選択されるという想定を堅持し
ていた。 
しかし、当然ながら、各企業が如何なるチ

ャネル構造を選択するか、あるいは、特定の
チャネル構造を選択するという意思決定が
チャネル成果に対してどのような含意を持
つのかは、各々の企業が有する独特な資源・
能力や、各企業が処している経路依存性、ま
たは、ポジショニングを含む企業独特の戦略
のあり方により異なるはずである。従来のチ
ャネル研究から導かれる洞察は、戦略的マー
ケティングに対する示唆に乏しいという一
部の批判は、この点を指摘していることに他
ならない。 
本研究課題では以上の問題点に着目し、市

場支配力（ market power ）、開発能力
（exploitation capacity）、ポジショニング戦
略など、企業固有の要因が、チャネル構造及
び取引属性と結合することにより、マーケテ

ィング成果に如何なる影響を与えるかに関
していくつかの有益な知見を発見すること
が出来た。その主要な発見物を以下に示す。 
 
① ニッチ市場をターゲットにする製造業者

は統合度の高いチャネルを選択すること
により、自社製品のブランド資産を強化
することができる。 

② 市場支配力という企業資源は、垂直と統
合に取って代わるガバナンス構造として
の役割を果たすために、市場支配力の強
い企業は、資産特殊性の高い状況下です
ら、統合度の低いチャネルを選択するこ
とにより、財務成果やチャネル効率性を
一層改善することができる。 

③ 開発能力の有する製造業者は、情報の非
対称性を克服することができるために、
環境不確実性の高い状況下ですら、統合
度の低いチャネルを選択することにより、
より高いチャネル成長度とチャネル効率
性を成し遂げることができる。 

 
以上の研究成果は、個別企業の特殊的要因

に対する注意を払ってこなかった従来のチ
ャネル研究を発展的に補完する知見であり、
すでに複数の国内外ジャーナルに投稿され、
現在審査中である。また、2018 年度におけ
る日本商業学会関西部会、フランスで開かれ
る IMP の年次大会などで発表が予定されて
いる。 
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